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搾取の二重構造の静学的モデルについて

浅 田 明

§1序

　以下に提出する経済モデルー複合2部門モデ

ルと呼ぶ一は，森嶋［9］，デサイ［4コ等で問題とさ

れ，た不均等な搾取率を持つ経済の最も単純なモデ

ルであると共に，いわゆる従属理論（［1］，［5］，［7］，

［14］）の一抽象化でもある。モデルは，第1部門，
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第2部門と呼ばれる2種の部分系

から成る閉鎖経済系で，第1部門，

第2部門は，共に労働（ゐ1，五2と

書く）のみを本源財とする資本主

義経済（資本家階級をσ1，02と書

く）で，両部門の問には，財の移

動はあるが労働の移動はないとす

る。図式化すれば，モデルは第1

図の様に表示され（矢印はその向きに価値の移動

が行なわれる事を示す），従属理論の用語では，

第1部門は周辺（サテライト），第2部門は中心

（メトロポリス）であるが，本論文では，両部溶血，

いかなる具体的意味も要求しない。駈と五2は異

質である一異なる再生産ベクトルと搾取率を持

つ一と仮定されるが，この差異ピこついても具体

的意味は要求しない（但し若干の理論的根拠（§5，

§7参照）を含めて，五、に属する労働＝学歴，資格

を要求されない労働，L2に属する労働＝学歴，資

格を要求される労働，とするのが適切であると，

筆者は考えている）。

　以下本論文の概略を述べる。§2で［9］，［12］に

従って，産業連関論に基づく複合2部門モデルの

価値一価格決定方程式系を提出し，第1部門，第

2部門の搾取率6、，θ2を定義する。§3では，取扱

いに便利な様に価値一価格決定方程式系が簡略化

され，正の価値，価格が一意的に定まる為の条件

が与えられる。

　§2で与えられたモデルは，第1部門，第2部

門共，均等利潤率π1，π2の支配する競争的資本主

義経済であり，第2部門による第1部門の搾取を

表わす量を欠いている様に見えるが，§4ではこ

の量が，第1部門から第2部門に流出する価値と，

第2部門から第1部門に流入する価値の差の，森

嶋一シートンの意味での総和Eとして与えられ

る。我々のモデルは静学モデルなので，動学的考

察の中から提出された経済余剰economic　sur－

plusの概念（［2］，［3］，［7］，［14コ）とこのRを同一

視する事は出来ないが，我々のモデルではRが

経済余剰の役割を果す。数学的には，［9］の前半

の主題が価値ベクトル∠と搾取率θから，価格

ベクトルpと利潤率πを決定する問題であった

のに対し，本論文では価値ベクトルム，∠2，搾取

率θ1，θ2及びRから，価格ベクトルp1，p2及び利

潤率π、，π2を決定する問題を扱う。そして§4の

後半では，π1，π2をθ1，θ2，Eで表わす利潤率公式

が与えられる。§5では，この利潤率公式と，第

1部門と第2部門の間が垂直分業であるという仮

定のもとに次の事が示される。（i）π2は第1部

門から第2部門に流出する価値の増加関数である。

（ii）　Eが充分大きい時，π2は第2部門から第1

部門に流入する消費財の価値の増加関数である。

（iii）π2は第2部門で使用され，る，第2部門の

資本財の価値の減少関数である。この（i），（ii）は，

世界資本主義の再生産構造が，大衆消費部門と設

備部門からなる中心的自立的サブ・システムと，

輸出部門と奢修的消費部門からなる周辺的従属的

サブ・システムに分化するというアミンの主張

（［1］’）に，一定の理論的根拠を与え，（iii）は第2

部門一品トロポリスーでは，産業構造が重化

学工業中心から情報産業中心に変化するという事

をある程度説明する（なお§7参照）。なお第1部
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門と第2部門の間が垂直分業でなければ，この結

論は必ずしも成り立たない。

　§6，§7は転化問題を扱う。§6では，マルクス

の転化手続きが収束する為の条件と，転化問題の

摂動による解法を与える。特に摂動による解法は，

置塩一森嶋のマルクス・モデルでは搾取率のみ

を摂動変数として扱えるが，複合2部門モデルで

はEも摂動変数としなければならない。最後の

§7では，第1部門と第2部門との搾取率格差，

利潤率格差，技術格差及び賃金率格差が，第1部

門と第2部門との間の等価格交換を，価値で測っ

て第2部門に有利な不等価交換にするという事を，

若干の仮定のもとに示す。特に賃金率格差が不等

価交換を引き起すというエマニュエル［5］の主張

は，第1部門と第2部門の間が垂直分業の時検証

され，この事と§5の結果から，第1部門と第2

部門の間が垂直分業一丁1部門が基礎財，第2

部門が専修財を生産する　　とする複合2部門モ

デル，が特に重要であると考えられる。

　最：後に，本論文の執筆を御奨め頂き，種々激励

して下さった信州大学経済学部の青木達彦氏と，

本論文で扱われた問題を考える機会を与えて頂い

た信州大学教養部数学教室の諸氏に感謝する。

§2　価値一価格決定方程式系

　物影，鵬2個の商品を生産する2部門一第1

部門，第2部門と呼ぶ一からなる閉鎖経済を考

える。両部門々，初めのπ1個，短個の商品は資

本財を，残りの物一％エ個，物一π2個の商品は賃・

国財及び奢国財を表わすとし，［9］と同じ仮定（a）

～（f）を置く。（a）　各産業の生産方法は只一つで

ある。（b）各産業は1種類の産出物を生産する。

（c）　本源的生産要素は労働だけであり，労働は

両部門共通な，抽象的労働で測定される。（d）

資本財の生存期間は同一で，それを1とする。（e）

商品の生産期は同一で1である。（f）生産過程

は1時点投入一1時点産出型である。なお第1

部門と第2部門の労働は異質（異なる消費ベクト

ルを持つ）で，第1部門と第2部門の間は財の交

換はあるが労働の交換はないとする。また利潤率

及び搾取率は，両部門共，それぞれの中では均等
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化されると仮定する。

　以下次の記号を用いる。但し添字1は第1部門，

2は第2部門，1は資本財部門，Hは賃金財及び

奢移財部門を表わす。

　・411，ノ1、皿，・421，・42∬；第1部門の資本財の，添字

の部門への投入係数行列。

　BII，　B1∬，　B21，　B2皿；第2部門の資本財の，添字

の部門への投入係数行列1）。

　LII，　L1π，　L21，　L2皿；添字の部門への労働の投入

ベクトル。

　ム：，∠1皿，∠21，為ロ；添字の部門の価値ベクトル。

　p11，p1H，p21，p2出添字の部門の価格ベクトル。

　DU，1）12，1）21，1）22；前の添字の部門の労働者の，

後の添字の部門の賃金財及び奢修財の消費ベクト
ル2）。

　勧，ω2；添字の部門の賃金率。

　π1，π2；添字の部門の利潤率。

　θ1，β2；添字の部門の搾取率。

　また第1図の価値の移動は，第2図の生産過程

を通じて行なわれるものとする。

　　　　　　　　　　第2図

A2∬

A21
AIL　第1部門の資本財←一一一一一一三＝
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　1）　第1部門と第2部門が垂直分業であればβ11
＝・81n＝0である。

　2）　第2部門の労働の再生産には，第1部門の労働

の再生産ベクトルと第2部門の賃金財・i奢修財を必要

とすると仮定すれば
　　　　1）2．FρPL1，1）2．2＝ρDL2＋5∂2，

となる。但し1／ρは第1部門と第2部門との労働生産
性格差である。なおし1とし2が教育格差で区別され

るとすれ’ば，L2の新規雇用される労働者一第づ産

業部門での壁画．o一と既に雇用されている労働者

一第Z産業部門での数焼ユーとではの2は異なる
が，瓦．0／瓦．1が全産業部門で一定と仮定すれば，抽象

的基準労働に対する£）2は定められる。
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　この時，複合2部門モデルの価値一価格決定方

程式系は，次の様に与えられる。

　（i）　価値決定方程式

　　　　　ムF∠1！」411十∠2β11十LII，

　　　　　ムπ＝ノ111∠4皿山∠21β1皿十LIE，

　　　　　」、F∠、、五，、＋ムB、1＋L2、，

　　　　　∠2H＝1彊11」，2皿＋∠2LB2皿＋五2∬．

　（ii）　価格決定方程式

　　Pil諜（1＋π、）（PH」．、1＋P218、1＋ω、L、1），

　　P、皿＝（1＋π、）（P、11藍皿＋P21B皿＋ω、L、皿），

　　P2F（1＋π2）（P、1」，21＋P21。B2汁ω2L21），

　　ρ2皿＝（1＋π2）（P、1」2皿＋P21B2∬＋ω2L2皿）．

　（iii）賃金率不等式

　　　　　　ω、≧P、ロ・OLユ＋P2H1）L2，

　　　　　　ω2≧P、豆D2．三＋P2πD2．か

　（iv）搾取率3）

　　　　　　1一（∠皿DL、＋∠2HD、．2）
　　　　　θF∠皿D、．、＋」，皿0、．、’

　　　　　　1一（∠、HD2．、＋濯2πD2．2）

　　　　　θ2＝∠、。0，．、＋∠，。D，．，’

　仮定　以下では，賃金率は最低水準，即ち伍i）

で等号が成立していると仮定する。

§3　：方程式の簡略化

　取扱いを簡単にする為，次の記号を用いて§2

の方程式を簡略化する。

　　　　呵鑑ll］論一［ム1∠42皿］・

　　　　瓦三機］・瓦町［芸：1］・

　　　・L1＝（L11，　LIE），　L2＝（L2L五2π），

　　　　∠1＝（∠、1，∠、皿），∠2＝（∠21，∠2∬），

　　　　P、＝（P、1，P皿），　P2＝（P21，、P2∬）．

・蝉・・レρ・’・（　OD毒．ゴ）・・は第ブ部門の

資本財に関する0一ベクトル，を同一視する。従っ

て§2での∠1皿1）乞．1＋∠2皿D¢．2は，以下では∠、D乞．、

十∠21）乞，2と書く（ゼニ1，2）。

　3）註2）め仮定で0≦θ2≦θ1となる為には
　　　（1一ρ）（∠1皿OL1十∠2豆01．2）≦∠2∬£）2

　　　≦（1＋8、一ρ）（∠、皿DL、＋∠2ロOL2），

が必要十分である。

研　　究 Vo1．31　No．1

　この記法では，価値一価格決定方程式は，

　　　　ム＝・ん藍、＋濯28、＋L、ジ

　　　　∠2＝∠、．42＋∠282＋L2，

’　　P、＝（1＋π、）（P1ん＋ρ2B、＋ω、L、），

　　　　P2＝（1＋π2）（P1．42＋P2．B2＋ω2L2），

　も
と書ける。ここで更に

　　　　　1＝（1＋θ、）（∠エ．OL、＋∠2，0、．2）

　　　　　＝（1＋82）（ムD2．、＋∠2η2．2）

を用い，記号

　∠ニ（∠、，」2），P＝（P、，P2），

皿一
m含‡号1爵会：‡2：：髭：］・』

砥一
m会1‡9‡詔1：：豊：会1‡9‡1：；君1：：£：｝

　砿＝
　　［（1＋π、）（ム＋0、．、L、），（1＋π2）（．42＋1）2．、L2）（1＋πD（．B、＋0、．2ム、），（1＋π2）（β2＋D2．2L2）］・

を使えば，価値一価格決定方程式は

　（1）　　　　　　∠＝∠〃』，

　（2）　　　　　P＝P1風，

となる。

　補題11腔≧0とする。（i）∬一1陀fがホーキン

ス・サイモンの条件をみたせば，非負のθ1，θ2，π1，

π2があって，」＞0，p＞0となる。但し∬は単位

行列である。（ii）　同じ仮定で，更に1睦が分解不

能なら，■，pは比例定数を除いて一意的に定ま
る4）。．

　証明砥のフロベニウス根をλ（θ1，θ2）と書く。

仮定からλ（0，0）＜1だが，労働が本源財だから，

充分大き恥θ1，θ2に対し¢＜g1匹（g＞0）となって

λ（θb62）＞1となり，θ1，θ2に関しλ（θ1，θ2）は連続

だから，（i）の前半を得る。利潤率，価格に対する

主張も同様にして得られる。（ii）は1匠が分解不能

なら1匹，1風も分解不能（［11］）な事から解る。

　仮定　M≧0，1一皿はホーキンス・サイモン

の条件をみたすと仮定する。

　（1）を部門別に書くと

　　∠、＝∠1、ム十1彊2B、＋∠、．0、．、L、＋∠2D、．2L、’

　4）∠，Pが一意的に定まる条件は他にもある。例え

ばβ1＝0，η1．2＝0，111，B2が分解不能で，42＞0と仮

定しても良い。
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　　　十θ、∠1D1．1L正十81∠2D1．2五1，

　　∠2＝∠、．42十∠2B2十∠、D2．1L2十∠2D2．2L2

　　　十θ2∠1D2．1．L1十θ2∠2D2．2L2，

となるから，第1部門第ゼ財1単位の価．値2M，

第2部門第ブ財1単位の価値λ24は

　（3）　λ、．FO、灘十〇鳳2十7L侃＋y1．¢．2

　　　　　十8エ．¢．1十8エ．毎．2，

　　　　λ2．戸02認＋02，，．2＋恥．μ＋匹ゴ．2

　　　　　＋82，，．1＋82．ゴ．2，

と書ける。但し

　（4）　81．¢．1＝81巧．乞．1，＆．乞．2＝θ1巧，哲．2，

　　　　S・，ゴ．・謹θ・脆．ゴ．・，S・．ゴ．・＝8・脆．ゴ．2，

である。

　定義　01．侃，01．名．2，…，02．ゴ．1，02．5．2，…，を，第1

部門第づ財，第2部門第ブ財の，第1部門からの

不変資本，第2部門からの不変資本，第1部門か

らの可変資本，第2部門からの可変資本，第1部

門からの剰余価値及び第2部門からの剰余価値と

呼ぶ。

　、なお第1部門第ゼ財1単位，第2部門第ブ財1

単位の不変資本，可変資本及び剰余価値σM，02．ゴ，

…，は

　　　0・．蛋＝OL乞．・＋0・．乞．2，02．ゴ＝σ2．，．・＋σ2．ゴ．2，

　（5）　　7i4ニレ1．¢，1十ア14．2，　172．ゴ＝＝τ72．ゴ．1一ト72．ゴ．2，

　　　8LF8L¢．・＋8・．6．2，82．戸82．，．・＋82．≠2，

で与えられ，（4）から

（・）’ Y一鱈笥穐
だから，第1部門の剰余価値率＝第1部門の搾取

率，第2部門の剰余価値率＝第2部門の搾取率，

である5）。

　5）　本論文では使わないが，複合2部門モデルの需

給方程式は次の様になる。

　晩：第6部門の産出量：ベクトル，

　Fが第ゼ部門の純産出，

　鵡，：第‘部門の資本家の第ゴ部門の財の消費ペク

　　トル，ぢ，ゴ＝1，2，

　灘1＝五μ1十∠42”2十F1，

　の2＝B箇＋β2灘2＋F2，

　F、≧F、．、＋F2．、，　F2≧FL2＋、F2．2，

　P、F、．、＋P2FL2≦π、（P1五1”1十」P2β1κ1十ω1Lユ劣1）ダ

　P、F，。、＋P，F2，2≦π2（P1∠42澱2十P2β2劣2十ω2L22コ2）．

　単純再生産モデルでは，不等式はすべて等式となり，

両部門間の交換の均衡を表わす次の式が成立する（［6］，

§4　利潤率，1

　（2）及び§3の仮定から，〃≧0が存在して〃＝

砿〃となる。成分毎に書けば
（6） 〃、＝・（1＋π、）（」．、＋D、．、L、）〃エ

　＋（1＋π2）（112十1）2．1五2）〃2，

〃2＝（1＋π1）（8、＋1）、．2L、）〃1

　＋（1＋π2）（B2＋D2，2L2）〃2，

である。貌≧0，〃2≧0を固定し，これで測った両

部門の総不変資本，総可変資本を

　0、＝σ、．1＋0、．2，σ、．、＝∠1孟、〃、，OL2＝ムB、〃1，

　y1＝巧．i＋y1．2，71．、＝∠、1）LIL〃、，

　　　　　　　　　巧．2＝∠21）L2L、〃、，

　02＝02．、＋σ2．2，02．、＝∠、．42〃2，02．2＝」2B2〃2，

　残＝巧．、＋巧．2，脆．、＝∠、、02．、L2〃2，

　　　　　　　　　巧．2＝∠2D2．2L2〃2，

と置く。なおこの揚合の総剰余価値は

　　　81ニθ1防，81．1ニθ17L1，81．2＝θエ佐2，

　　　82＝θ272，82．1＝θ2巧．1，．82．2＝θ272．2，

である。また

　　　K1．1＝σ1．1十7L1，　K1．2＝σL2十7L2，

　　　．K1＝K1．1十K1．2，

　　　．K2．FO2．1十脆．1，　K2．2＝02，2十巧．2，

　　　K2＝・K2．1十K2．2，

と置く。1ζ2．1は第1部門から第2部門に流出する

総価値，κ12は第2部門から第1部門に流入する

総価値である。

　定義1ζ2．、一1ζ・．2＝Eと置く。

　仮定　E≧0と仮定する6）。

　定理1K1，1K2．rK1．21ζ2．1≒0なら

（7）
　　811ζ2．2－822ζ2．一RK2
π1＝ j、．、一K，，2－KL、K，．、・

　　82K1．1－81K1．2十EK1
π2＝ jL、K，．rK、．2K，．、’

である7）。

証明　（1）と（6）から

［13］参照）。

　　　　　P、（．4，”、＋、∂，．、五，”、＋F，．、）

　　　　＝P2（Bユ澱1十D1．2L1劣1十F1．2）．

　6）　この仮定はモデル設定の趣旨による。

　7）K1．1K2．2－K1．21ぐ2．1＝0の時π1，π2が存在する為

には31K1．一82K1．1＝KIEが必要十分である。
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∠〃FKIU十θ1714十K、．2十θ、　y1．2

　　＝（1＋π1）K、．1＋（1＋π2）K2．、，

∠2〃2＝K2．1十θ2ヲ⊇．1十K2．2十θ2K2，2

　　＝（1＋π、）KL2＋（1＋π2）K2．2，

経　　済　　研　　究

となる。これ’からπ1，π2に関する連立方程式

　（8）　　π1K1．1＋π2K211＝θ171－E，

　　　　　π1。κ1．2十π2K2．2ニθ272十E，

を得，θ必＝81，θ2γ許82だから（7）を得る。

　なお（8）から

　定理2KL1＞0，　K2．2＞0なら

（・）　衝一＆一念｝1一星

　　　　　　　　82一π1KL2十B
　　　　　　π2＝　K，．2　・

である8）。

　第2部門が存在しない時は，K2．1＝E＝0，　K1．1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヒ
＝01十71だから，（9）は森嶋ニシートンの公式に

なる。

　（7）の分母KLIK2．2－K1．2K2．1の符号は，モデル

からは決定出来ないが，（7）の形から，以下K1．1

K2．一1ζ1．2K2．1＞0と仮定する。

　補題2K1．1．K2．2－K1．2K2．1＞0の為の必要十分

な条件は

（・・）　　髪11＞㌻

8）　森嶋一シートンの意味の資本の平均的価値構成

を17」≒0，172キ0として
σ・／7・＝あ1・OL・／巧＝あ・．・・σ・。2／7・蘭・．21

　巧．1伊1＝α，玲．2／7F1一α，

σ2／7トん2，02．、／7至＝南2．、，σ2．2／碗＝な2．2，

　72．1／y至＝β，　y2．2／y』＝1一β，

と置きろ！1Z1＝γと置けば，　（7）は
　　　8、（あ2，2＋1一β）一θ、（あ，．、＋β）一｛・（鳶、．、＋β）

　π1＝

π2＝

｛（ん1．1十α）（彦，．2＋1一β）一（乃，．、＋β）

　　　　　一（南1．2十1一α）｝（あ2＋1）

　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　（硯2十1一α）｝
ε、（あu十α）一θ、（彦L、＋1一α）一｛（あ2．1＋β）

｛（南1．1十α）（彦，．2＋1一β）一（南、．、＋β）

　　　　一1／γ（南、．2＋1一α）｝（ん、÷1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　（た1．2十1一α）｝

となる。また（9）は次の様になる。

　　　　θ、＋乃、．2＋1一α一（1＋π2）γ（南2，、＋β）

　　π1＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　　　　　　　　　あ1．1十α　　　、
　　　　82＋彫2．1＋β一（1＋π1）1／γ（あ1．2＋1一α）

　　π2＝　　　　　　　　　乃、．，＋1一β

Vo1．31　No．1

である。

　証明K1．1K2－K2．11ζ1ニK1．1K2．2－K1．2K2．ユであ

り，K1＞0，　K2＞0だから補題がなりたつ。

　（7）は，第2部門の利潤率は，第2部門の総価

値の中で第1部門からの価値が占める率が高い程，

高くなる事を示しているが，補題2は，この率に

は限界があり，第1部門の総価値の中での第1部

門からの価値の占める率を越えられない事を示し

ている。

　最後に，マルクスの基本定理との関係で，（8）

から得られる次の補題を注意・する。

　補題3　（i）θ1＝θ2＝0なら

　　　　　　　　　　一E1ζ2
　（11）　　π、r
　　　　　　　．K1．1K2．2－KL2K2．1’

　　　　　　　　　　丑K1
　　　　　π2＝＝　　　　　　　．κL、K2．r1ζ、．2K2．、’

である。

　（ii）　．π1＝π2＝0なら

　　　　　　　　丑　　　　　E（12）　　・・＝〒r・θ・＝rτ・

である。

　系，θ1＝62＝0からπ1＝π2＝0（あるいはπエ＝π2

＝0からθ1＝θ2＝0）が従う為の必要十分な条件は，

E＝0である。　　　　　　・

　この系は，E＞0の時，複合2部門モデルで、は，

マルクスの基本定理が，そのままの形では成り立

たない事を示している。実際（7）から，θ1＝0でも

π1＞0，π2＞0となり得る。しかしθ1＝θ2』0なら

π1＜0となり，πi＞0の為にはθ1は正より強い条

件

　　　　　　　　（82K2．1十紐ζ2）
　　　　　　θ1＞
　　　　　　　　　　71K2．1

を満たさなければならない。

§5　利潤率，II

　この§では，K昭のπ、，π2に対する影響を，い

くつかの特別な揚合について扱う。

　最初に，Rと第1部門の総剰余価値との関係が，

利潤率にどう影響するかを示す，次の補題を注意．

する。

　補題4　条件（10）のもとに，不等式

嚇

霞

」

、
畠
τ



，
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　（13）　　　　　　E≦81

は，π、≧0の為の必要条件であり

　（13）’　　　　　　　　　　　1～≧81

は，π2≧0の為の十分条件である。

　証明

それ不等式

搾取の二重構造の静学的モデルについて

（10）と（8）から，π1≧0，π2≧0に，それ，

　　　　　　81K2．2－82K2．1≧丑K2，

　　　　　　81K1．2－82K1．1≦EK、，

と同値であり，1ζ2．2≦K2，　K1．2≦K1だから補題が

得られる。

　次に，第1部門＝周辺，第2部門二中心，と想

定して，アミンの中心一周辺構造による世界資本

主義の再生産モデル（［1］’，［14］）を，

　（i）　周辺の資本財生産部門は，（中心への）輸出

産業になる。

　（ii）　大衆消費財は中心で生産され，周辺の大

i衆消費財は中心から輸入される。

と定式化し，複合2部門モデルで検証する。

　まず（7），または（9）の形式から

　補題5π1はK1．2の増加関数，　K1．1の減少関

数であり，π2は1ζ2ユの増加関数，K2．2の減少関

数である。

　補題5は，両部門共，利潤率を増加させるには，

自部門で生産された財は自部門で使用せず，他部

門の財を使用するのが良い事を示している。特に

部門間の力関係が対等でなければ，力の弱い部門

で生産された財は，力の強い部門で使用される傾

向を持つ事になり，（i）が導かれ，る。（ii）を導く為

次の仮定を置く。

　仮定　第2部門は第1部門の資本財を使用する

が，第1部門は第2部門の資本財を使用しない。

　この仮定は，第1部門と第2部門の間が垂直分

業である事を意味し，数式的にはB1＝0，従って

01．2＝0，71．2＝K1．2である。

　以下ではEを定数と見る。この時
　（14）KL・ニK・．rE，　K、．、＝K、．2＋丑，

と置けば，π2はKL2の，π1はK2．1の，それぞれ

分母，分子共2次の有理関数になる9）。従って

　9）　1区2．1＝K2．1－02．1＝K1．2十1～一C『2．1カ〉ら，71＝71。1』

十κ1，2，ア⊇＝K1．2十E－02．1十72．2となり

　62残Kl、．一θ、フ1一κ、．2＋E．κ1

（・5）・≦歴一華・一E，

の時，不等式

　（16）　　（1十θ1）2？十θ2K「1。1一θ1　y「1．1＞0，

　（17）
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　　　　θエK2．2＋8・（02．r7、．2）一（1＋θ，）E≦0，

が成立すれば，π2はKL2の増加関数になる。ま

た

（・5）’晩・＜》蜘KT＋孕
の時，不等式

　（16）’　　（1十θ1）1～十θ21ζ1．1一θ171．1≦0，

　（17）’θ、K，．，＋θ2（0，．、一72．2）一（1＋θ，）E＞0，

が成立すれば，π1はK2．1の増加関数になる10）。

　（16），（17）と，（16）’，『（17）’は相反する条件だが，

Eが充分大きければ（16），（17）が成立する。従っ

て

　補題6β1＝0とする。Eが充分大きければ，

π2はKL2の増加関数である。

　なおこの揚合，π、はK2．1の減少関数である。・

　補題5，補題6をまとめて

　定理3β1＝0で丑が充分大きい時，複合2部

門モデルでアミンの主張が成立する。

　但し補題5，補題6については次の解釈も可能

である。補題5からπ2はK2．2の減少関数であり，

（17）は1ζ2．2が小さく，y：2，2が大きければ成立する。

その時（15）が成立する範囲が広くなるにはK1．1

が大きくなる事が必要で，その事は（16）と矛盾し

ない。この離合，第2部門一中心一では産業

構造が重化学工業中心から情報産業中心に変化し，

第1部門一周四一は重化学工業化する傾向を

持つ事になる。

　最後に，第1部門と第2部門との間が垂直分業

　＝｛（1十62）E＋8、（7、．，一σ、．、）｝K、．、

　　＋（θ2。κユ．一θ、71．1十E）。κL2一θ、．κ、．22，

　　K・．・K2．2一・κ・2・κ2．、＝・K、．ユ，κ2．2rEKL2一κ】．22

である。また71＝71．1十1ぐ2．rE，ア2＝K2．1一σ2．1十7≧．2

から

　　θ、7、1（2．2一θ27凶．、一配，κ2　　　　　　　’

　一｛・・砺．一（1＋・・）E｝K・．・＋｛・・勾．2－E一娠巧．一

　　砧．、）｝κ2．一θ2κ2．、2，

　　Kユ．・K2．rK・．2K、．、＝K、．、・K，．2＋EK2，r．κ，．、2，

である。

　10）　＠十θω十力2）／（α十6⑳十碗2）の導関数の分子が，

（げ一〇θ）の2＋2（げ一・の針（αθ緬のとなる事による。



　22．　　　　　　　　　　　　　　　　　．経　　済

でなければ，．上記の結論は必ずしも成立しない：事

を示す。以下では1ζ1．1キ0と仮定し，KL1＝1と規

格化する。また81，82及び丑を定数として扱う。

この時剰余変数詔≧0，彩≧0を導入すれば，（8）か

らK1．2，　K2．2に関する連立方程式

　（18）8、K，．2－8，（κL、＋E）ニE（K・．2＋K・．2＋劫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　十詔，

　　　　81KL2－82＝E（1＋K、，2）一〃，

を得，これ，と（7）から

π1 `（8一劫＋〃｛s2＋E＋E（srE）一雪｝’

　　　　　　　　　　　　〃
　　π2％（8rE）＋写｛8、＋E＋E（8、一E）一Ψ｝’

を得る11）。これからπ2の1最：大値牙2は

　　　　　　　　＿　　　　1
（19）　　π・＝況（8rE），

で，．この時¢＝0，F82十E，π1＝0，また

　　　　　　　　　　　　82十B
　（20）　　　　　1ζ1．2＝0，　1（2．2＝　　　　　　　　　　　　　　　1～，
　　　　　　　　　　　　S1一丑

である。他方π1の最大値渇は

　　　　　　　　＿　　　1
（19）’ @　π・＝8rE・

で，この時写＝0，π2＝0，また

　　　　　　　　　　　82十E
（20）’ @　K…＝忌F否・

である12）。従って

　定理4　81，82及びEが一定で81＞E，KL1＞0

であれば，第2部門の利潤率は，そこで生産され

る財の総価値を最小にした時，最大になる。

11）　（13）からS1≧Eで，82十E≧写≧0である。　Sエ

＞Eとすれば（18）．から

　　　　K・・一一1圭奏。1㌔

　　　　恥豊圭艶＋K・・）＋8，認

　　　　K2．2－K、．2（E十KL2）

　　、一論＋煮（研8汁臨写　81－E8rE）・

となり，これを（7）に代入すればよい。

12）　この揚超ωは任意で，K2．2は決定されない。な

お（20）で定まるK1．2，　K2．2は（18）をみたす非負の最小

値，（20）’で定まるK1．2は最：大値であり，不等式π2＞

π1はE〈K1ユの時，その時に限り成立する。

研　　究

§6転化問題

Vo1．31　No．1

　補題7〃’が原始的なら，価値ベクトル」＞0

とスカラー。＞0により．

　PO＝04　P1＝PO1風，…，　P銘＝P炉ユ1臨，…，

で定められたベクトル列｛pπ｝は，ベクトルp＞0

に収束し，pは（2）をみたす。

　証明　定義から

　　　　　　　　Pπ＝oノ置（〃；）鴨，

であり，砿は，（2）から1をフロペニウス根とし

て持ち，」Mが原始的だから孤も原始的，従って

．1は砿の特性多項式の身根で，孤の他の固有値

の絶対値は1より小さい（［11］）。従って1im（砿）η

　　　　　　　　　　　　　　　　　　れ　ゆ　が存在し13），砿＞0から極限も正である。従って

補題が成立する。

　補題から，複合2部門モデルでも，1匠が原始的

なら，マルクスの転化手続きにより，価値は価格

に転化する（［10］，［12］参照）。

なお踊始的な・・Q鵬』
mll］・標

準化するQによって，、ρは

（・・）．圃ゆ・ mll］α

と与えられる14）。

　次に飛花問題を摂動論（［8コ，第2章）によって

扱い，複合2部門モデルにおけるEの重要性を

示す。

　最初に比較の為，置塩一森嶋のマルクス・モデ

ルでの転化問題を，θを摂動変数として扱う。そ

の為に，マルクス・モデルの価値決定方程式，価

格決定方程式を

　（22）　　　　」コ∠4（」V十θ1）L），

　（23）　　．P＝（1＋π）PIV；

13）Xを行列とする時，1imXηが存在して0でな
　　　　　　　　　へ　　　　　　　　　　　れ　のい為には，Xの最小多項式妖X）が，1を単根として
持ち，1と異なるρ（X）の根の絶対値がすべて1より
小さい事が必要十分である。証明は，Tを丁匙＋1漏0

となる行列，∬を単位行列とする時
　　　　（λ1十7）π＝λη∬十πλπ一1T十…

　　　　　十（π！／勧（π一局Dλπ門川丁㌃，π〉南

となる事と，Xの標準形を使えば良い。
14）　（Q砿Q『1）2審＝Q（孤）％Q－1と

漉（［ll］）η一［ll］・よる・

q

．6

の
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と．

uく15）。Nは原始的．と仮定し，森嶋一シートン

の公式からπ・＝oθと置く。この時

　　　　　　　　　　　　（24）　P＝∠。＋Σ♂∠㌃，∠。＝∠，

　　　　　　　　　ん＝1

と置けば

　　　ム＝∠（oハL1）L）（1－N）一1，

　　　4＝o彫噌ユム｛N（1－1V）一1｝殆一1，乃≧2，

であり16），級数（24）は収束して（23）をみたす17）。・

　なおこの計算から，次の（i），（ii）が解る。

　（i）価格ベクトルが価値ベクトルに比例する

為の必要十分目条件は

（・5）．∠（詐7N一肌）一・

である。但し0，7は，それぞれ森嶋一シートン

の意味の総不変資本，総可変資本である。

　（ii）11vの，λの次に絶対値が大きい固有値を

λ1とした時，1λ1／λ1が充分小さければ

　（26）　　P1ニ∠1→一〇∠（02V－1）L）（1－1V）一1，

をρの近似ベクトルとして取れる。但し0＝珂

（〇十7）である。

　（7）から複合2部門モデルでは，πFo乞．1θ1十〇岩．2θ2

十α認，ゼ＝1，2と置ける。記号

貼一
@£1：1］・四一［①，1）2，1L20，、02．2．乙2］・

　15）Xの行列式を1岡と書けば，θは方程式［∬一（2V

÷εDL）｝＝0で定まるが，以下では変数と見る。

鴬町）から細鱗畷略

　　　　　　　お　　4。一4。1V＋Σθ冶（∠r∠為エV一・∠為一、2V）＝0

　　　　　　　なニ　
となり，θは変数と見ているから為＝∠と（22）により，

・盤，ん≧1，は方程式

　　　　　∠一∠1ハ』o∠」V一∠1）L，

　　　　　∠i3一ノ彊κハr＝o∠㌃＿1瓦　　あ≧2，．

の解となり，θ＞0なら1はNの固有値でないからこ
の形を得る。

17）行列の級数Σ鞭（∬一N）一1｝肋鯨半径は
堰くπ＝60だが，雪を（1十π）ハr7＝蜜となる正のベク

トルとし，Qを，1Vのフロベニウス根をλとして

雛購㍊綴響伽
　　一∠（01V－1）L）Q－1QエV（1－1V）一1Q－1

　　　＝（o，＊）

となって収束が解る。
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M価・一
m：1：：1倉‡君1：虚1：1：：1鮮碧：：：£：；］・

M伽・一
m：1：：易1‡君1：1を1；：：：：：1餌君；劃・

臨・一
mα、（．4、＋1）、．ユL、），α2（．42十1）2．、L2）α1（B、＋01．2Lユ），α2（β2＋1）2．2L2）］・

を用いれば

　　　　砿二」M十θ1、01L1十θ2D2L2，

　　　一将＝盈＋θ、2π（，、）＋θ、皿（。，）＋EM（。），

である。この時p＝（p1，p2）を

　　　　　　　　　　　　　　　　の
　（27）　P＝ΣΣΣθ、㌔2∫が4」．、，
　　　　　　　¢＝0ゴ置0匙薄0

　　　　　∠0．0．0＝（ム，∠2），

と置けば，∠¢．μは方程式

　　　　∠41．0．0（∬一皿）＝1彊（M（e、）一1）1五1），

　　　　∠40．1．0（∬一M）＝∠（π（e，）一〇2L2），

　　　　∠o．o．1（∬一〃）＝∠M（の，

　　　　4．μ（∬」M）躍ムー1．ゴ．勘」Mω

　　　　　十4．，一1．4砥。、）十∠4帰κ一11臓の，

の解として定まり18），（27）は収束して（2）をみた

す19）。従って

　定理5」Mが原始的な複合2部門モデルで20），

価格ベクトルが価値ベクトルに比例する為の必要

十分な条件は

　（28）∠（M（，、）一〇、L、）＝ノ1（M（，，rD2L2）

　　　　＝∠万∬（の＝0

である。

　なお〃’（q），」∬（，，〉，皿（のの最大の固有値の次に

絶対値の大きい固有値の絶対値が，充分小さけれ

ば，pの近似ベクトルとして
　（29）P』∠＋｛θ、∠（M（ω一〇、五、）＋6、∠（M（。，）

　　　　　　一．o，L，）＋E∠〃’（。）｝（1－M）”1，

　18）　16）と同じ計算をすれば良い。
　19）　　ノ彊¢．，．産二＝：∠1．o．01鴫．¢＿1．5．勘十∠o．1．o偽．¢，ゴ＿L櫓十ノfo．o．1

璃．乞．，．滝一1と置けば，1鴎．芭，μ，γ＝1，2，3は3碗橘項の

皿（c、）（1rM）一1，α＝1，2，及びM（ω（1一」M）『1の多項

式だから，行列の級数Σ物ゴ幽評判鳶，γ＝1，2，3，・

は1が1鴎のフロペニウス根となる事により，国くθ1，

團くθ2，囹くEで収束する。そして砿鯉＝霊1なら
　　　」｛θ・（毎くG、）一〇、L、）＋θ2（M（，、）一〇、五、）

　　　十EM（α）｝写＝0，

　だから17）と同じ理由で収束が解る。
　20）　」Mが原始的でなければ・4，Pが一意的に定まる

　とは限らないが，Pはθユ，θ2，　Eの分数巾で展開される
　（［8］参照）。
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が取れる21）。

§7不等価交換

経、　済　　研　　究

　この§では，第1部門と第2部門の間の等価格

交換が，価値で測って第2部門に有利な，不等価

交換になる押合を問題にする。

　マルクスの転化手続きで定まる，第1部門第ゼ

財1単位等のπ番目の価格をpL翻等と書き
　（30）　　　P1．蛋．処＝γ哲．％λ、．乞，　P2．ゴ．π＝δゴ．ηλ2．ゴ

と置く。またπ番目の価格で測った，第1部門第

ゼ財1単位の第1部門からの不変資本等を01．乱箔

等で表わし

　　01．乞．・．π＝伽．πOL¢．・，0・．乞．2．π＝ψ乞．2．％σL乞．2，

　　ヲL盛，1．ηニξ乞，1．丑7L乞．1，　71．¢，2．η＝ξ乞，2，ηレ㌦．づ．2，

　　02．ブ．L。＝ψゴ．・．。σ2．ゴ．・，02．ゴ．2．。＝ψ，．2．。02．ゴ．2，

　　ア～．，．Lπ＝η，．1．備72．，．1，　7～．ゴ．2．％＝ηゴ．2．πy垂．ゴ．2，

と置く。また各財毎の価値構成を

　　01．芭．1　　　　　　　　．σM．2　　　　　　　　　　　　　　7L¢．1
　　π＝妬恥＝乃…商巧．、＝α・

　　鴇一幅睾ll一痂』留一βあ，

　　乃1．¢＝為1撮＋乃砿2，乃2．ゴ⇒2．，．・忍笠ゴ．2，

と置く。この時

　補題8　（i）π2≧π1，θ2≦θ1かつ為2．ゴ≧乃1．蛋であ

れば，δゴ．1≧γ侃である22＞。

　（ii），（i）の仮定の他に，不等式

　（31）・max（ψ¢加ψ乞．2．。）≦・nin（ψゴ．・．。，ψ，2．。），

　（31）2　ξ乞．1．処≦ξ盛．2．π，　α乞≦βゴ，

　（31）3　　ξ乞，1．η≦η∫1．π，　ξ乞．2．π≦ηゴ．2，π，

が成立すれば，δ知≧γ翻である23）。

　（iii）資本財については，乃砿1，乃1．翻，α蛋は唇に

21）　この§の議論では，θ】，θ2，Eを変数と見ている

が，1賦1）1L1，1）2L2を定めればこれらは定まる。例え
ば・1，・、は方程式11一（乃f＋θ】・01L1＋62D2五2）1－0で定

まる代数曲線の上を動き，π1，π2は匪一”到＝0で定ま

る代数曲線の上を動く。ここでθ2，π2を固定すれば

（7）から，θ1，π1，Eが定まる。但しこの時E≧0とは限

らない。

22）P、．乞．F（1＋π、）（0、ね＋0、．¢．2＋7、．¢．、＋71．¢．2）

冨（1＋π・）巧．盛（1＋南・，の，多・．≠・＝（1＋π2）（02．，．・＋σ2．ノ．2

十72．，．1十ろ．’．2）＝（1十π2）72，ゴ（1十あ2．ゴ）であり

　λ・．戸7・．¢（1÷θ・＋あ・．の，λ・．ゴ＝7・．ゴ（1＋θ・柄2．ゴ），

だから

Vo1．31　No．1

無関係，屍ゴ．1，砺μ，βプはブに無閲係なら，資本

財については，γ伽，δ抑はゼ，ブに無関係である24）。

　（ii）の仮定は，十分条件であって必要条件では

ない。仮定（31）2，（31）3は労働の再生産ベクトル

についての仮定

　（32）　1）・．・＝ρ0・．・，D・．・ニρD・．2＋の・

（註［2］参照）を認めれば自然だが，仮定（31）1；特

にψ一処≦ψゴ⊥πは，両部門間の等価格交換が価値

で測って第2部門に有利な不等価交換になるとす

れば不自然であり’，またこの中合，乃1．¢．2／為1．¢≦碗ゴ．2／

碗ゴを仮定しても，γ伽≦δゴ．処となるが，この仮定

はπ1≦π2に反する。従って（i）の仮定のもとに，

両部門間の等価格交換が，価値で測って第2部門

に有利な不等価交換になるとすれば，定量的な結

論は出せないが，不等式（31）2，（31）3の影響が大

きい，あるいは（32）での2が充分大きい，と考え

られる。

　以上まとめて

　定理6π2≧π1，82≦θ1，かつ乃2．ゴ≧乃14であり，

の2が充分大きければ，第1部門と第2部門間の

等価格交換は，価値で測って部2部門に有利な不

等価交換になる。

　なお£）2の成分は，第2部門で生産され第1部

門とは交換されない賃金財，奢修財だから，広義

の情報産業，特に教育を想定するのが適切である

と，筆者は考えている。

　　筏F（1＋π1）（1＋ん、．乞1十θ1十あ1．蛋）・・炉（1繭糸鴇ゴ）・

　となって（i）を得る（〔9］参照）。

　23）　γ乞．％え1．乞＝p1．盛．π＝（1十π1）（（ろ．乞．Lη＿1十（フ1．5．2．π＿1

．＋｝㌔．¢，】．π．・＋7・．乞．2．π．、）＝（1＋π、）71．乞｛軌、．π鳶1．乞．1

＋ρ¢．2．％あ1．氏2十ξ¢．1．ηα乞÷ξ乞．2．％（1一αの｝，δゴ．％λ2．ゴ＝P2．二π

篇（1＋π2）（硫ゴ．1．π一・÷σ2．，2．π．、＋聡ゴ．Lπ，、＋玲．ゴ．蹄．、）

一．（1＋π・）聡．パψ≠・．・南・．ノ．・＋ψ’．・．・あ・．ゴ．・＋伽．・β’＋ηノ．・．・

　（1一βゴ）｝だから

　　　　　（1＋π、）｛㌍乞．、．π南、．¢．、＋ψ¢．2．η南L乞．2

　　　γ¢．処＝
　　　　　　　　　　　　　　　1十61
　　　　　　　　　　　＋ξ宏Lπα乞十ξ‘．2．π（1一αの｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

　　δ，謁＝
　　　　　　　　　　　　　　1十θ2
　　　　　　　　　　＋ηノユ．ηβゴ＋η，．2．η（1一βゴ）｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　十ん2．ノ
となる事による。

24）　上記γ砺，δあ％の形による。

　　　　　十乃L乞
（1÷π・）｛ψ≠・．％あ・．ゴ．・＋ψ≠2煎2．≠2

褻

8
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　次に，不等価交換の原因として両部門間の賃金

率格差を重視する［5］の主張を，複合2部門モデ

ルで検証する。その為に，両部門下補題8，（iii）

の仮定をみたすとし

　　　P、．四一拠，P，．卿一罪，4一璽，

　　　　　　　　　　　　　　　　ω1　　　　　　　　　　　　　ω1　　　　　　　Zσ1
　　　P・．伽二γZλ・．乞，P・．，．ω＝δゴλ・．，，

　　　ZM＝y幻十8M＝（1十θ1）7L乞，

　　　Z2．ゴ＝残．ゴ＋82．，ニ（1＋82）｝㌔．，，

と置く。但しp1．哲等は，第1部門第ゼ財1単位等

の価格である。仮定から，資本財については，

γFγ，δゴ＝δ，Z1．乞二Z1，Z2．ゴ＝Z2，λ1．Fλbλ2．ゴ＝λ2と置

き，また01．乞．1等を01．10等と書く。この時

　補題9　（i）　01．20＝oであり，不等式

　（33）　　Z1＞π1σ1．10，　02．10十Z2＞π202．20．

であれば25），4が大きい時δ〉γとなる26）。

　（ii）賃金財及び奢修財については，　B1＝①で

あれば，♂が充分大きい時δゴ〉γ乞となる27）。

　補題9から，複合2部門モデルでエマニュエル

の主張が成立する事を示す次の定理7が得られる。

25）B＞0の時，資本財について彦コ．侃≦硯1となれ
ば，‘1＞π101．10となる。　　　　　　　　’

26）　γλ1＝（1十π1）（γσLID十δC「L20十Z1），

　　δλ2＝（1＋π2）（γ02．、〇＋δ02．20＋Z2），

であり，λ1＝01．10十σ1．20十Z1，λ2＝02．10十σ2．20十Z2だか

ら，仮定
　（σ、．20＋Z一π、σL、o）（ら．、o＋Z一π2儀2。）一（1＋π、）

　　　　　　　　　　　（1＋π2）0、，20σ2．、o≒0，

のもとに

　　　　　　　　（1＋π、）｛462（1＋π2）0、．20＋Z、

　　γ＝　　　　（σ、．20＋Zrπ、σL、0）（02．、〇＋‘2一π2σ2．20）

　　　　　　　　　　　（02．、o＋Z一π2σ2，20）｝

　　　　　　　　　　一（1＋π、）（1＋π、）0、．、00、．、o’

　　　　　　　　　　　　　ノ　　δ＿　（1＋・・）｛♂‘・（0・20＋‘一・・0…o）

　　　　（0、．20＋Zrπ、0、．、0）（0、．、0÷Z2一π、0、．20）

　　　　　　　　　　＋（1＋π、）02．】OZ、｝

　　　　　　　　　　一（1＋π、）（1＋π，）0、．200、．、o’

となる事による。
27）　　γ乞λ1．z＝（1十π1）（γ0ユ．¢．1十δ01．転2十Z乞），

　　δゴえ2．ノ＝（1＋π2）（γ02．，．・＋δσ2．ゴ．2＋⑳），

だから，価値構成を用いて
　　　　（1＋πi）（γ娠．、＋δ南M．2＋1＋θ、）

　　γ乞＝

δ，＝

　　　　　　　　　　　，　　　1十θ1十南L蛋
（1＋π2）｛7彦2．ゴ．・＋δん2．ゴ．2＋4（1÷θ・）｝

　　　　1＋・，＋た，．ノ　　　’

となる事による。
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　定理7　第1部門と第2部門の間が垂直分業で，

両部門共資本財の価値構成が，それぞれの部門内

で一定であれば，第1部門と第2部門との間の賃

金率格差が充分大きい時，第1部賀と第2部門と

の間の等価格交換は，価値で測って第2部門に有

利な，不等価交換になる。

　定理3と定理7は，共に両部門間の垂直分業が

仮定され，更に定理3ではEが充分大きい事が，

定理7では♂が充分大きい事が仮定されている。

この後の仮定の間の関係は次の補題10で与えら

れる。

　補題10労働の再生産ベクトルについて（32）

を仮定し，更に次の（i），（ii）のいずれかが成立す

れば，Eが充分大きい時4も充分大きくなる。

　（i）　摂動級数（27）で，すえてのぎ，ブ，あについ

て，4．ゴ．形≧0である。

　（ii）　（29）で与えられるp1は，　pの近似ベク

トルである。

　証明　仮定から2〃2＝ρω1十p2の2だから，　Bが

充分大きければ，p2の成分がp1の成分より充分

大きくなる事を示せば補題が得られる。

　最初に（i）を仮定し

　　　」甜為．o＝（∠づ＿Lゴ．κM（c、）十∠¢．距1滋”’（c2〉）

　　　　　　　　　　　　　　（∬一1の一1

　　　∠螂＝（∠乞．鎚1，為ゴ．の，

　　　ノ」［乞・’・彫・0＝　（∠d［¢一ゴ・融・01，ノ霊蛋・’・彦・02），

と置けば

　4μ1＝ム．μ．。1＋α、E｛∠乞．あ祐．、1（．4、＋，0・．1L・）

　　＋ム．μ一、2（8、十〇、．2L、｝（1一丑f）一～

∠、．≠、2M、．μ．。2＋α，E｛∠、．ゴ．、．、1（ノ藍2十」02．1j乙2）

　　＋∠、．ゴ．島一、2（B2十D2．2L2）｝（1－M）一1，

であり，81＞0，θ2＞0から（1－M）一1＞0，また丑

＞0か月（7）によりα1＜0，α2＞0だから補題が成立

する。

　（ii）を仮定した揚合の証明は，濯〉①に注意すれ

ば同様にして得られ，る。

　補題10により，副次的と思われる仮定を省略

すれば，定理3と定理7は次の形にまとめられる。

　定理8　第1部門と第2部門の間が垂直分業で，

第2部門の労働の再生産ベクトルは，第1部門の

労働の再生産ベクトルと，第1部門と交換されな
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い第2部門の賃金財，奢修財を成分とするベクト

ルの和となっている複合2部門モデルでは，Eが

充分大きい時エマニュエルの主張が成立し，資本

家が利潤率極大め原則に従って行動し，第2部門

が第1部門より強い時，アミンの主張する再生産

構造になる傾向を持つ。

　定理8により複合2部門モデルの中で，B1＝0

となるモデルが特に重要である。この揚合，価値

一価格決定方程式はB2＝Bとして

　　　　ム＝ム1吐1十L1，

　　　　∠2＝∠、」．2＋」2B＋ゐ2，

　　　　Pド（1＋πユ）（P、」．、＋卿、L、），

　　　　P2＝（1＋π2）（P、且、＋P2丑＋ω2L2），

と，やや簡単な形になる。しかし義歯の再生産ベ

クトルについての仮定に注意すれば，第2部門は，

資本財生産部門と賃金財・奢修財生産部門からな

る2部門モデノレと考えるよりも，資本財生産部門，

第1部門と交換される賃金財・奢修財の生産部門，

及び第1部門と交換されない賃金財・奢修財の生

産部門からなる，3部門モデルと考えた方が（複

合2部門モデルという名前は適切でなくなるが），

より適切になるQ

　　　　　　　　　　　（信州大学理学部数学教室）
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